
確にんや
小諸市プレミアム付商品券

25％もお得な

プレミアム付商品券

あなたは対象者︖

住民税非課税の方 小さな乳幼児のいる
子育て世帯

確認にゃん︕

（申請が必要） （申請は不要）
2019年度の住民税が
課税されていない方。

2016年4月2日から
2019年9月30日までに
生まれたお子さまがいる世帯

確認したら
申請にゃん！

小諸市役所
0267-22-1700

カクニャン

お問合せ先

商品券販売・利用のお問い合わせ
申請に関するお問い合わせ

・・・ 商工観光課 商工振興係
・・・ 厚生課 保護社会係

消費税率の引上げが家計に与える影響を緩和するとともに、
地域の消費を下支えするためにプレミアム付商品券を発行します。

｢プレミアム付商品券｣を装う “ 振り込め詐欺” や “個人情報の詐取” にご注意ください。
市区町村や内閣府などをかたった不審な電話や郵便があった場合は、
市役所か小諸警察署2 2 - 0 1 1 0（または警察相談専用電話（＃9110））にご連絡ください。



    

プ レ ミア ム付商品券を購入できるの は ︖ 

 

2019年度の住民税が課税されていない方 
 ただし、下記に該当する方は除きます。

 
  ・住民税が課税されている方に

 扶養されている方
（生計を一にする配偶者、扶養親族等）
・生活保護の受給者等

  
   
   

① 非 課 税 者 分  ② 子 育 て 世 帯 分  

 

おひとりにつき、最大 2.5万円分の  
商品券を2万円で購入できます。  

お子さまおひとりにつき、最大 2.5万円分 
の商品券を2万円で購入できます。  

例え ば ・・・ 
非課税 

夫婦2人の世帯で、
2人とも非課税者の場合

 
  

夫婦2人・子2人(2歳＆0歳)
の世帯で、課税者である世帯主が
家族(非課税者)を扶養している場合

●「非課税者分」として 2人分 
2.5万円×2人＝5万円分 
の商品券を、  

４万円で購入できます。 

●「非課税者分」として 4人分 
●「子育て世帯分」として 2人分 
2.5万円×6人＝15万円分 
の商品券を、

12万円で購入できます。 

●「子育て世帯分」 として2人分 
2.5万円×2人＝5万円分 
の商品券を、  

4万円で購入できます。  
※非課税者分は該当せず 

合計 1万円 もお得‼ 合計 1万円 もお得‼合計 3万円 もお得‼  

プレミアム付商品券　申請から使用までの流れ  

 

 

 

 

2016年4月2日から
2019年9月30日までに
生まれたお子さまがいる
世帯の世帯主

申請する
（非課税者分のみ）1

商品券の
購入引換券が届く2

商品券を購入する3

商品券を使用する4

・対象の可能性のある方に市より申請書を送付します。

・申請書に必要事項を記入して、提出してください。

・申請期間：令和元年８月1日～１１月２９日まで

・非課税者分については、内容審査後、決定者には申請書記載の住所に購入引換券を送付します。（９月下旬ごろ）

・市役所商品券販売窓口にて、現金と購入引換券・本人確認書類を示し商品券を購入してください。
・商品券は5千円分(１冊）から販売します。

・商品券は使用可能な期間中に、市内の商品券取扱店等でご使用いただけます。
・使用可能期間：令和元年10月1日～令和２年２月２９日まで

・購入可能期間：令和元年10月１日～玲和２年２月２９日まで

・子育て世帯分については住民票記載の住所に世帯主の方宛てで購入引換券を送付します。（９月下旬ごろ）

※子育て世帯分については申請は不要です。

申請受付が始まっても申請書が届かない場合は、平成31年1月1日時点で住民票のある市区町村へお問い合わせください。

市役所１階厚生課商品券受付窓口にご提出いただくか、返信用封筒でご返送ください。

※ＤＶ被害者で他の市区町村から住民票を移さずにお住まいの方については、現在お住まいの市区町村等にご相談ください。

※購入引換券の再発行はできません。ただし、災害等の不可抗力による場合はその限りではありません。

※商品券は、代理の方でも使用できます。 ※商品券の転売や譲渡はできません。
※お釣りはでません。また、返金に応じることはできません。
※商品券の再発行はできません。だだし災害等の不可抗力による場合この限りではありません。

（5千円分の商品券を4千円で販売 １人５冊まで）※1冊は500円券10枚つづり

① ② 両 方 の 要 件 に 該 当 す る 方 は 両 方 の 立 場 で 商 品 券 を 購 入 い た だ け ま す 。

課税 子育て非課税 子育て

夫婦2人・子2人(2歳＆0歳)
の世帯で、４人とも非課税者の場合


